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ローカル5Gにおける共用検討の考え方

• 4.7GHz帯の状況と検討項目
• 4.7GHz帯 ：4.6～4.8GHzの200MHz幅

• 4.8GHz帯 ：4.8～4.9GHzの100MHz幅
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300MHz幅

4500 48004100 4600

5G
100MHz

5G
100MHz

5G
100MHz

同期・
非同期
ｼｽﾃﾑ

【検討項目（案）】
• 同一周波数／隣接周波数
 隣接周波数の5G相互間は検討済み※）

• マクロセル／スモールセル
 屋内利用はスモールセルを想定

• システム同期の有無
 同期／非同期システム間

※）同期システム間の干渉については、2018年6月の新世代モバイル通信システム委員会報告書にて検討済み

・・・
5G
40
MHz

5G
40
MHz
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ローカル5Gにおける共用検討の考え方

• 共用検討の組合せ
• 「同一周波数」を使用する5G相互間の干渉検討

• 同期システム間
• 4.7GHz帯（40MHz/100MHz幅システム）

• 非同期システム間
• 4.7GHz帯（40MHz/100MHz幅システム）

与干渉
被干渉

基地局↓ 陸上移動局↓

基地局 〇

陸上移動局 ○

与干渉
被干渉

基地局↓ 陸上移動局↓

基地局 ○

陸上移動局 ○

移動局 移動局

基地局 基地局

基地局 移動局
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ローカル5Gにおける共用検討の考え方

• 共用検討の組合せ
• 「隣接周波数」を使用する5G相互間の干渉検討※）

• 非同期システム間
• 4.7GHz帯（40MHz/100MHz幅システム）

与干渉
被干渉

基地局↓ 陸上移動局↓

基地局 ○

陸上移動局 ○

※）同期システム間の干渉については、2018年6月の新世代モバイル通信システム委員会報告書にて検討済み

移動局 移動局基地局 基地局
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• 干渉検討のモデル化・・・屋外利用と屋内利用
• 屋外（ﾏｸﾛ局）・屋内（ｽﾓｰﾙ局）利用を考慮して3ﾊﾟﾀｰﾝ

• 基地局⇔移動局

• 基地局⇔基地局

• 移動局⇔移動局

ローカル5Gにおける共用検討の考え方

同期ｼｽﾃﾑ

非同期

非同期
※）屋内⇒屋内においては、

隣室／別建物の違いに
ついても検討する
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ローカル5Gにおける共用検討の考え方

• 4.7GHz帯の電波伝搬モデルについて
• 「同一周波数」を使用する5G相互間の干渉検討

• 基本的にサービスエリアが重なることはないため、主にNLOS伝
搬モデルを適用

• 拡張秦モデル（Modified Hataモデル）について
• 2013年7月の携帯電話等高度化委員会報告において、3.4-3.6GHz

帯における有効性が示された。（市街地・郊外地 条件の共に）
• 送受信間距離10㎞を超えると周波数特性に距離依存性を生じる

• “郊外地”条件では、4GHz超で伝搬損失値が実測値より小さくなる傾向

※）LOS：Line of Sight（見通し内）
NLOS：Non Line of Sight（通し外）

非同期条件

※） 必要に応じて、「屋外⇒屋内」条件においてもNLOS伝搬モデル（Over roof-top）による追加評価を行なう

干渉の組合せ
屋外⇒屋外 屋外⇒屋内※） 屋内⇒屋内

NLOS伝搬を適用 LOS伝搬を適用

基地局⇔移動局 間
• ITU-R P.1411 Over roof-topモデル

（伝搬距離：1㎞程度まで適用可）

• 拡張秦モデル（伝搬距離：1㎞以上）
自由空間伝搬モデル

基地局⇔基地局 間
• ITU-R P.1411 Over roof-topモデル

（伝搬距離：1㎞程度まで適用可）

• 拡張秦モデル（伝搬距離：1㎞以上）
自由空間伝搬モデル

移動局⇔移動局 間 ITU-R P.1411 Terminal間モデル 自由空間伝搬モデル
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ローカル5Gにおける共用検討の考え方

• 4.7GHz帯の電波伝搬モデルについて
• 「隣接周波数」を使用する5G相互間の干渉検討

• 干渉シナリオ（最悪値条件）

干渉の組合せ 計算時の離隔距離 伝搬モデル

基地局⇔基地局 間

屋外⇒屋外※3） 3m※1）、20m※2） 自由空間伝搬モデル

屋外⇒屋内
屋内⇒屋内

3m※1）、20m※2） 自由空間伝搬モデル

移動局⇔移動局 間 1m※2） 自由空間伝搬モデル

屋外⇒屋外 【敷地内】 屋外⇒屋内 / 屋内⇒屋内 【建物内】

モデル
（上から見

た図）

基地局

移動局

送信
（与干渉）

受信
（被干渉）

主ビーム方向 主ビーム方向

併設モデル※1）※3）

干渉

送信
（与干渉）

受信
（被干渉）

主ビーム方向 主ビーム方向

正対モデル※2）

干渉

※1）参考：2013年7月、携帯電話等高度化委員会報告書（LTE-Advanced）

送信
（与干渉）

受信
（被干渉）

主ビーム方向 主ビーム方向

正対モデル※1・2）

干渉

※2）参考：2013年3月、携帯電話等高度化委員会報告書（BWA）

非同期条件

※3） 必要に応じて、基地局間の「屋外⇒屋外」条件における正対モデルについても評価を行なう
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ローカル5Gにおける共用検討の考え方

• 4.7GHz帯の電波伝搬モデルについて
• 「隣接周波数」を使用する5G相互間の干渉検討

• モンテカルロシミュレーションによる確率的な検討
• [移動局⇒移動局]条件において適用した評価手法

• 陸上移動局（被干渉局）の周囲、半径100m内に、同一タイミングで送信する

複数の陸上移動局（与干渉局）をランダムに配置し、これら複数の与干渉局

から被干渉局に到達する合計の干渉電力を計算する。陸上移動局の配置パ

ターンを変化させて複数回の計算を実施し、合計の干渉電力の値が被干渉

局の許容干渉電力を超える確率が3％以下となる条件において、必要なガー

ドバンドを求める。

• 主なパラメータ※１）

• 評価半径：0.1㎞

• アクティブな与干渉局：3台

モンテカルロ・シミュレーションによる干渉検討のイメージ

※1）参考：2013年7月、携帯電話等高度化委員会報告書（LTE-Advanced）
・アクティブな与干渉局：3台
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共用検討結果
同一周波数を使用する5G相互間

（同期システム）
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同一周波数を使用する5G相互間

• 共用検討結果：同期システム（4.7GHz帯）
• 概要

与干渉
被干渉 基地局↓ 陸上移動局↓

基地局

屋外⇒屋外
LOS/NLOS

屋外⇒屋内
LOS/NLOS

屋内⇒屋内
LOS

屋外⇒屋外
LOS/NLOS

屋外⇒屋内
LOS

屋内⇒屋内
LOS

40
MHz
幅

LOS
離隔22.65㎞

NLOS
離隔325m

離隔19m
（壁1枚）

隣
室

離隔19m
（壁1枚）

別
建
物

離隔10.5m
（壁2枚）

100
MHz
幅

LOS
離隔14.32㎞

NLOS

離隔244m

離隔17m
（壁1枚）

隣
室

離隔17m
（壁1枚）

別
建
物

離隔8.9m
（壁2枚）

陸上移動局

LOS
離隔161㎞

NLOS
離隔2060m

LOS
離隔24.9㎞

（壁1枚）

NLOS
離隔955m
（壁1枚）

隣
室

離隔19m
（壁1枚）

別
建
物

離隔10m
（壁2枚）

※）屋外の基地局はマクロセル局、屋内の基地局はスモールセル局として計算

【基地局⇒移動局】
屋外⇒屋外の最悪値条件で、
2㎞程度の離隔が必要

【移動局⇒基地局】
屋外⇒屋外の最悪値条件で、
300m程度の離隔が必要
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同一周波数を使用する5G相互間

• 共用検討のまとめ（同期システム、4.7GHz帯）
• 屋外・屋内利用共に共存可能

結 論

基地局
↓

移動局

【屋外利用】
• 屋外利用では、見通し外（NLOS）条件で、

2㎞程度の離隔が必要。サイトエンジニア
リングや、送信電力・アンテナ利得・指向
性等の調整で、更なる離隔の短縮が期待
できる。

【屋内利用】
• 屋内利用では、壁による建物侵入損の効

果で、より小さな離隔で共存が可能。

移動局
↓

基地局

【屋外利用】
• 屋外利用では、見通し外（NLOS）条件で、

300m程度の離隔が必要。サイトエンジニ
アリングや、通信環境の改善による送信
電力の低減、送信電力制御等の調整で、
離隔の更なる短縮が期待できる。

【屋内利用】
• 屋内利用では、壁による建物侵入損の効

果で、より小さな離隔で共存が可能。

ローカル5G基地局
（A免許人）

移動局

屋内利用：20m程度の離隔（隣室）
屋外利用：2000m程度の離隔（NLOS）

ローカル5G基地局
（B免許人）

ビル陰

サービスエリア
（通信可能エリア）

ローカル5G基地局
（A免許人）

移動局

ローカル5G基地局
（B免許人）

屋内利用：20m程度の離隔（隣室）
屋外利用：300m程度の離隔（NLOS）

ビル陰

サービスエリア
（通信可能エリア）

干渉エリア
（許容干渉電力ライン）

干渉エリア
（許容干渉電力ライン）
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同一周波数を使用する5G相互間

• 共用検討結果：同期システム（4.7GHz帯）
• 基地局⇒移動局

※）屋外の基地局はマクロセル局、屋内の基地局はスモールセル局として計算

4
0
m

1
.5

m水平距離

基地局 移動局

屋外 屋外

建物侵入損

基地局 移動局

屋外

基地局 移動局

屋内

屋内屋内

建物侵入損

6度

6度

90度

4
0
m

5
m

（全て正対）

無指向性

無指向性

無指向性

ITU-R P.1411のNLOSモデルで推奨距離1㎞
を超えたため、拡張秦モデルで再計算⇒

【屋外⇒屋外】（拡張秦
モデル）
与干渉局（基地局）が、
目の前の建物よりも高
い状態を想定したNLOS
計算結果。2㎞程度の
離隔が必要。

屋内環境において
は、更なる建物侵
入損の得られる壁
対策や、基地局の
送信電力、アンテ
ナ利得調整等で離
隔の短縮が期待で
きる。
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同一周波数を使用する5G相互間

• 共用検討結果：同期システム
• 移動局⇒基地局

※）屋外の基地局はマクロセル局、屋内の基地局はスモールセル局として計算

4
0
m

1
.5

m 水平距離

移動局 基地局

屋外 屋外
6度無指向性

屋外 屋内

建物侵入損

1
.5

m

移動局

無指向性 90度

5
m

基地局

建物侵入損

屋内屋内

90度

5
m

1
.5

m

移動局 基地局

無指向性

（全て正対）

【屋外⇒屋外】
与干渉局（移動局）が、目の
前の建物の陰になる状態を
想定したNLOS計算結果。
300m程度の離隔は共存可
能な範囲と考えられる。

屋内環境においては、更なる建
物侵入損の得られる壁対策や、
必要に応じて移動局の送信電
力制御等の対策を取ることで、
離隔の短縮が期待できる。
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共用検討結果
同一周波数を使用する5G相互間

（非同期システム）
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同一周波数を使用する5G相互間

• 共用検討結果：非同期システム
• 概要
与干渉

被干渉 基地局↓ 陸上移動局↓

基地局

屋外⇒屋外 屋外⇒屋内 屋内⇒屋内 屋外⇒屋外 屋外⇒屋内 屋内⇒屋内

LOS
離隔5700km（マクロ、正対）

離隔453km（スモール、正対）

NLOS
離隔55.6㎞（マクロ、正対）
離隔4500m（マクロ、反対）

離隔10.8㎞（スモール、正対）
離隔225m（スモール、反対）

LOS
離隔4070m

NLOS
離隔114m

隣
室

LOS
離隔2.2m （同期システムの結果と共通）

別
建
物

LOS
離隔0.4m

陸上移動局

（同期システムの結果と共通）

40
MHz
幅

LOS
離隔640m

NLOS
離隔1.55m

LOS
離隔99m

NLOS
離隔1.23m

隣
室

LOS
離隔99m

別
建
物

LOS
離隔16m

100
MHz
幅

LOS
離隔404m

NLOS
離隔1.25m

LOS
離隔63m

NLOS
離隔0.82m

隣
室

LOS
離隔63m

別
建
物

LOS
離隔10m

※）屋外の基地局はマクロセル局、屋内の基地局はスモールセル局として計算
なお、屋外⇒屋外については、屋外でスモールセル局を扱うケースについても検討した

【LOS条件】 屋外⇒屋外
正対モデルでは、数千㎞の離隔が必
要
【NLOS条件】 屋外⇒屋外
正対モデルでは数十㎞の離隔が必
要となるため、共存には、基地局配
置を反対向きにする等の事業者間
調整が必要と考えられる

屋外⇒屋外：NLOS条件で2m程度の離隔
屋外⇒屋内：NLOS条件で2m程度の離隔
屋内⇒屋内：LOS条件で100m（隣室）、

20m（別建物）の離隔
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同一周波数を使用する5G相互間

• 共用検討のまとめ（非同期システム、4.7GHz帯）
• 屋外・屋内利用共に共存可能（屋外は事業者間調整）

結 論

基地局
↓

基地局

【屋外利用】
• 屋外利用では、正対モデルの場合、

NLOSでも50km以上の離隔が必要。基地
局同士を反対向きとすることで4500m程
度に離隔が短縮されることから、サイトエ
ンジニアリングや、送信電力・アンテナ利
得・指向性等の調整、スモールセルの利
用等で、更なる離隔の短縮が期待できる

【屋内利用】
• 屋内利用では、壁による建物侵入損の効

果で、より小さな離隔で共存可能

移動局
↓

移動局

【屋外利用】
• 屋外利用では、NLOS条件で10m程度の

離隔が必要だが、サービスエリア間でLOS
条件とならないよう、サイトエンジニアリン
グの工夫を要する（＝両免許人のサービ
スエリアの離隔距離に相当）

【屋内利用】
• 屋内利用においては、移動局の送信電力

制御や、より遮蔽効果の高い壁対策を講
じることで、更なる離隔距離の短縮が期
待できる

サービスエリア
（通信可能エリア）

5G基地局（A免許人）

屋内利用：2m程度の離隔（隣室、スモールセル）
屋外利用：反対向きで4500m程度の離隔（NLOS） ※

5G基地局（B免許人）

ビル陰

※55.6km（屋外、NLOS、正対）

5G基地局（A免許人）

移動局

5G基地局（B免許人）

屋内利用：20m（別室）～100m（隣室）の離隔（LOS）
屋外利用：8m程度の離隔（NLOS） ※

ビル陰

移動局

サービスエリア
（通信可能エリア）

※640m（LOS）
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同一周波数を使用する5G相互間

• 共用検討結果：非同期システム（4.7GHz帯）
• 基地局⇒基地局（マクロセル局）

4
0
m

4
0
m

水平距離

基地局 基地局

屋外 屋外

6度 6度

基地局

屋外 屋内

建物侵入損

基地局

5
m4
0
m

6度 90度

基地局

屋内屋内

建物侵入損

基地局

5
m

5
m

90度90度

（全て正対）

②【NLOS条件】（勧告ITU-R P.1411モデル）
屋外⇒屋外：推奨距離1㎞を超えたため、拡張秦モデルで再計
算・・・
屋外⇒屋内：120m程度の離隔で共存可能と考えられる。

③【NLOS条件】（拡張秦モデル）
屋外⇒屋外：正対モデルでは50㎞以上の離隔が必
要となるため、基地局の向きを変えた場合の効果を検
討。併設で13㎞程度、反対向きで4.5㎞程度となるこ
とから、基地局の送信電力・アンテナ利得調整や、ア
ンテナの指向減衰を考慮した事業者間調整で、離隔
距離を短くすることは可能と考えられる。

①【LOS条件】
屋外⇒屋外：5700㎞の離隔は非現実的
屋外⇒屋内：4km程度の離隔
屋内⇒屋内：2m（隣室）

～0.4m（別建物）程度の離隔

④屋内環境においては、更なる建物
侵入損の得られる壁対策や、基地局
の送信電力、アンテナ利得調整等で
離隔の短縮が期待できる。
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同一周波数を使用する5G相互間

• 共用検討結果：非同期システム（4.7GHz帯）
• 基地局⇒基地局（スモールセル局）

1
0
m

1
0
m

水平距離

基地局 基地局

屋外 屋外

10度 10度

基地局

屋外 屋内

建物侵入損

基地局

5
m1
0
m

10度 90度

基地局

屋内屋内

建物侵入損

基地局

5
m

5
m

90度90度

（全て正対）

②【NLOS条件】（勧告ITU-R P.1411モデル）
屋外⇒屋外：推奨距離1㎞を超えたため、拡張秦モデルで再計
算・・・
屋外⇒屋内：30m程度の離隔で共存可能と考えられる。

③【NLOS条件】（拡張秦モデル）
屋外⇒屋外：正対モデルでは10㎞以上の離隔が必要
となるため、マクロセル局と同様、基地局の向きを変え
た場合の効果を検証。併設で600m程度、反対向きで
220m程度となることから、送信電力の小さいスモール
セル局による事業者間調整で、離隔距離の短縮を図
ることも有効であると考えられる。

①【LOS条件】
屋外⇒屋外：450㎞の離隔は非現実的
屋外⇒屋内：300m程度の離隔
屋内⇒屋内：2m（隣室）

～0.4m（別建物）程度の離隔

④屋内環境においては、更なる建物
侵入損の得られる壁対策や、基地局
の送信電力、アンテナ利得調整等で
離隔の短縮が期待できる。
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同一周波数を使用する5G相互間

• 共用検討結果：非同期システム
• 移動局⇒移動局

屋内屋内

建物侵入損

移動局 移動局

無指向性 無指向性

【LOS条件】
屋外⇒屋外：300～600m程度の離隔
屋外⇒屋内：100m程度の離隔
屋内⇒屋内：20m（別室）～100m（隣室）程度の離隔

【NLOS条件（屋外⇒屋外）（屋外⇒屋内）】
与干渉局・被干渉局ともにビルの谷間にある状態を想定
した、より現実的なNLOS条件による計算結果。数m程度
の離隔は共存可能な範囲と考えられる。

1
.5

m

1
.5

ｍ水平距離

移動局 移動局

屋外 屋外
無指向性 無指向性

屋外 屋内

建物侵入損

移動局 移動局

無指向性 無指向性

（全て正対）

【LOS条件（屋内⇒屋内：隣室、別建物）】
屋内環境においては、近接を想定してNLOSとせず、建物
侵入損のみで評価。
別建物で20m以下、隣室で100m以下となったが、より遮
へい効果の高い壁対策を図ることで、離隔距離の短縮が
見込まれることから、共存可能な範囲と考えられる。



21P.

共用検討結果
隣接周波数を使用する5G相互間

（非同期システム）
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隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討結果：非同期システム（概要）
与干渉

被干渉
基地局↓ 陸上移動局↓

基地局

屋外⇒屋外 屋外⇒屋内 屋内⇒屋内

帯
域
内

マクロセル局
+50.3dB（3m、併設）
+77.1dB（20m、正対）

スモールセル局
+33.4dB（3m、併設）
+61.1dB（20m、正対）

※）GBを増やしても
改善しない

屋外⇒屋内
+16.2dB（3m、正対）
+6.0dB（20 m、正対）

屋内⇒屋外
+9.2dB（3m、正対）
-1.0dB（20m、正対）

※）GBを増やしても改善し
ない

-7.8dB（同一室内）
-24.0dB（隣室）

-40.2dB（別建物）

※3m

帯
域
外

マクロセル局
+35.3dB@４0MHz
+39.3dB@100MHz

スモールセル局
+7.4dB@４0MHz

+11.4dB@100MHz

屋外⇒屋内
+1.2dB@４0MHz（3m）
-9.0dB@４0MHz（20m）
+5.2dB@100MHz（3m）

-5.0dB@100MHz（20m）

屋内⇒屋外
-16.8dB@４0MHz（3m）
-12.8dB@100MHz（3m）

-33.8dB@40MHz
-29.8dB@100MHz

※同一室内、3m

陸上移動局

屋外⇒屋外 屋外⇒屋内 屋内⇒屋内

帯
域
内

+26.2dB＠40MHz
+22.2dB＠100MHz

※1m

+10.0dB＠40MHz
+6.0dB＠100MHz

※1m

別
建
物

-6.2dB＠40MHz
-10.2dB＠100MHz

隣
室

+10.0dB＠40MHz
+6.0dB＠100MHz

同
一
室
内

+26.2dB＠40MHz
+22.2dB＠100MHz

帯
域
外

+1.1dB -15.1dB
+1.1dB（同一室内）

-15.1dB（隣室）
-31.3dB（別建物）

【屋外⇒屋外】 移動局
22～26dB程度の所要改善量が残るため、モンテ
カルロ・シミュレーションによる確率的評価を実施。
GBゼロで6.4dB＠40MHz、2.3dB＠100MHz程度
の干渉量が残る。
※）40MHzシステムでGB40MHz、100MHzシステムで

GB100MHzを確保すれば干渉量はマイナスとなる

【屋外⇒屋外】 基地局
帯域内・帯域外干渉ともに大きな所要改善
量が残るため、干渉量をゼロにするには、基
地局配置を反対向きにする、離隔を取る等
の事業者間調整を講じることが求められる。

【屋外⇒屋内】 基地局
離隔20mでも6.0dB程度の干渉量が残ることから、
より大きな離隔や遮蔽効果の高い壁対策等を講じ
ることが必要と考えられる。
※）[屋内⇒屋外]経路では、所要改善量はマイナスとなる
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隣接周波数を使用する5G相互間

計算結果 評価

帯域内干渉

[屋外⇒屋外] 22～26dB程度の所要改善量
[屋外⇒屋内] 6～10dB程度の所要改善量
[屋内⇒屋内] 別建物で所要改善量はマイナス

隣室で6～10dB程度の所要改善量
同一室内は、[屋外⇒屋外]と同一結果

【屋外利用】
[屋外⇒屋外]では、モンテカルロシミュレーションによる確率的評価を実施。GBゼロで
6dB程度の所要改善量が残るが、移動局の送信電力制御や送信マクス減衰（ACLR）の
実力値を考慮すれば、共存は可能な範囲と考えられる。

[屋外⇒屋内]では、より遮蔽効果の高い壁対策を講じる等で、GBに関わらず、
共存は可能な範囲と考えられる。

【屋内利用】
別建物や隣室では、GBに関わらず共存は可能な範囲と考えられるが、より遮蔽効果の
高い壁対策を講じることが有効である。一方、同一室内では[屋外⇒屋外]条件と類似の
条件となるため、共存については、ローカル5G事業者側でルール化することが望ましい。

帯域外干渉

[屋外⇒屋外] 1dB程度の所要改善量
[屋外⇒屋内] 所要改善量はマイナス
[屋内⇒屋内] 同一室内で1dB程度の所要改善量

隣室、別建物ではマイナス

• 共用検討のまとめ（非同期システム）
• 基地局⇔基地局

• 移動局⇔移動局

計算結果 評価

帯域内干渉

[屋外⇒屋外] 3m離隔（併設）、20m離隔（正対）
マクロセル局で+50.3dB（併設）～+77.1dB（正対）の所要改善量
スモールセル局で+33.4dB（併設）～+61.1dB（正対）の所要改善量

【屋外利用】
[屋外⇒屋外]経路では、正対条件や併設条件では大きな所要改善量
が残るものの、基地局アンテナの向きや離隔を確保する、遮蔽対策等の
事業者間調整により、GBに関わらず、共存は可能な範囲と考えられる。

[屋外⇒屋内]経路では、より遮蔽効果の高い壁対策を講じる等の事業
者間調整により、GBに関わらず、共存は可能な範囲と考えられる。

【屋内利用】
屋内利用では、GBに関わらず、共存可能と考えられる。

[屋外⇒屋内] 20m離隔（正対）
+6dBの所要改善量

[屋内⇒屋外] 20m離隔（正対）
所要改善量はマイナス

[屋内⇒屋内] 3m離隔（正対）
所要改善量はマイナス

帯域外干渉

[屋外⇒屋外] 1m離隔
マクロセル局で+39.3dB～66.1dBの所要改善量
スモールセル局で+11.4dB～+39.1dBの所要改善量

[屋外⇒屋内] [屋内⇒屋外] [屋内⇒屋内] 1m離隔
所要改善量はマイナス



24P.

隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討結果：非同期システム（4.7GHz帯）
• 基地局（屋外）⇒基地局（屋外）：3m、併設ﾏｸﾛｾﾙ局

【共存を図るには】 屋外⇒屋外
併設モデルでは50dB程度の干渉量が残る
ため、基地局の向きを変える等の効果を検
証。反対向きで35dB程度の干渉量が残る
が、さらに離隔を3⇒160m程度まで広げる
ことで所要改善量がマイナスとなる。このこ
とから、屋外利用における共存は、GBに関
わらず、隣接周波数事業者との事業者間
調整を適切に講じることが有効である。

【帯域外干渉】 屋外⇒屋外
併設モデルでは35～40dB程度の所要改善量が残
るため、基地局の向きを変える等の効果を検証。反
対向きで23dB程度の干渉量、さらに離隔を45m程
度まで広げることでマイナスとなる。このことから、屋
外利用における共存は、隣接周波数事業者との事
業者間調整を適切に講じることが有効である。

【帯域内干渉】 屋外⇒屋外
40MHzシステム／100MHzシステム
の共に、ガードバンド（GB）を設けても
、50dB程度の所要改善量が残る。
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隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討結果：非同期システム（4.7GHz帯）
• 基地局（屋外）⇒基地局（屋外）：3m、併設ｽﾓｰﾙｾﾙ局

【共存を図るには】 屋外⇒屋外
併設モデルでは34dB程度の干渉量が残る
ため、基地局の向きを変える等の効果を検
証。反対向きで19dB程度の干渉量が残る
が、さらに離隔を3⇒28m程度まで広げるこ
とで所要改善量がマイナスとなる。このこと
から、屋外利用における共存は、GBに関わ
らず、隣接周波数事業者との事業者間調
整を適切に講じることが有効である。

【帯域外干渉】 屋外⇒屋外
併設モデルでは7～12dB程度の所要改善量が残る
ため、基地局の向きを変える等の効果を検証。反対
向きで干渉量がマイナスとなることから、屋外利用に
おける共存は、隣接周波数事業者との事業者間調
整を適切に講じることが有効である。

【帯域内干渉】 屋外⇒屋外
40MHzシステム／100MHzシステム
の共に、ガードバンド（GB）を設けても
、34dB程度の所要改善量が残る。
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隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討結果：非同期システム（4.7GHz帯）
• 基地局（屋外）⇒基地局（屋外）：20m、正対ﾏｸﾛｾﾙ局

【共存を図るには】 屋外⇒屋外
正対モデルでは80dB程度の干渉量が残る
ため、基地局の向きを変える等の効果を検
証。反対向きで18dB程度の干渉量が残る
が、さらに離隔を20⇒160m程度まで広げる
ことで所要改善量がマイナスとなる。このこ
とから、屋外利用における共存は、GBに関
わらず、隣接周波数事業者との事業者間
調整を適切に講じることが有効である。

【帯域外干渉】 屋外⇒屋外
併設モデルでは62～67dB程度の所要改善量が残
るため、基地局の向きを変える等の効果を検証。反
対向きで7dB程度の干渉量、さらに離隔を45m程度
まで広げることでマイナスとなる。このことから、屋外
利用における共存は、隣接周波数事業者との事業
者間調整を適切に講じることが有効である。

【帯域内干渉】 屋外⇒屋外
40MHzシステム／100MHzシステム
の共に、ガードバンド（GB）を設けても
、80dB程度の所要改善量が残る。
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隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討結果：非同期システム（4.7GHz帯）
• 基地局（屋外）⇒基地局（屋外）：20m、正対ｽﾓｰﾙｾﾙ局

【共存を図るには】 屋外⇒屋外
正対モデルでは62dB程度の干渉量が残る
ため、基地局の向きを変える等の効果を検
証。反対向きで3dB程度の干渉量が残るが
、さらに離隔を20⇒28m程度まで広げること
で所要改善量がマイナスとなる。このことか
ら、屋外利用における共存は、GBに関わら
ず、隣接周波数事業者との事業者間調整
を適切に講じることが有効である。

【帯域外干渉】 屋外⇒屋外
併設モデルでは35～40dB程度の所要改善量が残
るため、基地局の向きを変える等の効果を検証。併
設で干渉量がマイナスとなることから、屋外利用にお
ける共存は、隣接周波数事業者との事業者間調整
を適切に講じることが有効である。

【帯域内干渉】 屋外⇒屋外
40MHzシステム／100MHzシステム
の共に、ガードバンド（GB）を設けても
、62dB程度の所要改善量が残る。
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隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討結果：非同期システム（4.7GHz帯）
• 基地局（屋外）⇒基地局（屋内）：3m

【帯域外干渉】
1～5dB程度の干渉量が残るが、許容
感度抑圧電力の実力値を考慮すれば、
共存は可能な範囲と考えられる。

【帯域内干渉】
いずれのシステムにおいても、GBに関わらず、
16dB程度の所要改善量が残る。
共存には、より大きな離隔や遮蔽効果の高い壁対
策等を講じることが必要と考えられる。
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隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討結果：非同期システム（4.7GHz帯）
• 基地局（屋外）⇒基地局（屋内）：20m

【帯域外干渉】
いずれのシステムにおいても、所
要改善量はマイナスであり、共存
は可能と考えられる。

【帯域内干渉】
いずれのシステムにおいても、GBに関わらず、6dB
程度の所要改善量が残る。
共存には、より大きな離隔や遮蔽効果の高い壁対
策等を講じることが必要と考えられる。



30P.

隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討結果：非同期システム（4.7GHz帯）
• 基地局（屋内）⇒基地局（屋外）：3m

【帯域内干渉】
いずれのシステムにおいても、GBに関わらず、9dB
程度の所要改善量が残る。
共存には、より大きな離隔や遮蔽効果の高い壁対
策等を講じることが必要と考えられる。

【帯域外干渉】
いずれのシステムにおいても、所
要改善量はマイナスであり、共存
は可能と考えられる。
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隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討結果：非同期システム（4.7GHz帯）
• 基地局（屋内）⇒基地局（屋外）：20m

【帯域外干渉】
いずれのシステムにおいても、所
要改善量はマイナスであり、共存
は可能と考えられる。

【帯域内干渉】
いずれのシステムにおいても、GBに関わらず、所要
改善量はマイナスとなることから、共存は可能と考
えられる。
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隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討結果：非同期システム（4.7GHz帯）
• 基地局（屋内）⇒基地局（屋内）：3m、別建物

【帯域外干渉】
いずれのシステムにおいても、所
要改善量はマイナスであり、共存
は可能と考えられる。

【帯域内干渉】
いずれのシステムにおいても、建物侵入損やアンテナ
指向減衰の効果により、GBに関わらず、所要改善量
がマイナスとなり、共存は可能と考えられる。
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隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討結果：非同期システム（4.7GHz帯）
• 基地局（屋内）⇒基地局（屋内）：3m、同一建物・隣室

【帯域外干渉】
いずれのシステムにおいても、所
要改善量はマイナスであり、共存
は可能と考えられる。

【帯域内干渉】
いずれのシステムにおいても、建物侵入損やアンテナ
指向減衰の効果により、GBに関わらず、所要改善量
がマイナスとなり、共存は可能と考えられる。
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隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討結果：非同期システム（4.7GHz帯）
• 基地局（屋内）⇒基地局（屋内）：3m、同一室内

【帯域外干渉】
いずれのシステムにおいても、所
要改善量はマイナスであり、共存
は可能と考えられる。

【帯域内干渉】
いずれのシステムにおいても、建物侵入損やアンテナ指向減衰の効果により、GB
に関わらず、所要改善量がマイナスとなり、共存は可能と考えられる。
ただし、実運用においては、アンテナ指向方向の変動により所要改善量が増加す
るケースも考えられるため、同一室内での運用は注意が必要と考えられる
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隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討結果：非同期システム（4.7GHz帯）
• 移動局（屋外）⇒移動局（屋外）：1m

【帯域外干渉】
1dB程度の干渉量が残るが、許容感度
抑圧電力の実力値を考慮すれば、共存
は可能な範囲と考えられる。

【帯域内干渉】
いずれのシステムにおいても、GBに関わらず22～26dB程度の所要改善量が残るため、モンテカルロ・シミュレーション
による確率的評価を実施。干渉量は、40MHzシステムではGB40MHzでマイナス、100MHzシステムではGB100MHzで
マイナスとなった。GB40〜100MHzは現実的とは言えないが、一方でGBゼロ（隣接）における2〜6dB程度の所要改善
量は、移動局の送信電力制御や送信マクス減衰（ACLR）の実力値を考慮すれば、共存は可能な範囲と考えられる。
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隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討結果：非同期システム（4.7GHz帯）
• 移動局（屋外）⇒移動局（屋内）：1m

【帯域外干渉】
いずれのシステムにおいても、所
要改善量はマイナスであり、共存
は可能と考えられる。

【帯域内干渉】
いずれのシステムにおいても、6～10dB程度の所要改善量
が残るが、より遮蔽効果の高い壁対策を講じる等で、GBに
関わらず、共存は可能な範囲と考えられる。
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隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討結果：非同期システム（4.7GHz帯）
• 移動局（屋内）⇒移動局（屋内）：1m、別建物

【帯域外干渉】
いずれのシステムにおいても、所
要改善量はマイナスであり、共存
は可能と考えられる。

【帯域内干渉】
いずれのシステムにおいても、GBに関わらず、所要
改善量はマイナスとなることから、共存は可能と考
えられる。
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隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討結果：非同期システム（4.7GHz帯）
• 移動局（屋内）⇒移動局（屋内）：1m、同一建物、隣室

【帯域外干渉】
いずれのシステムにおいても、所
要改善量はマイナスであり、共存
は可能と考えられる。

【帯域内干渉】
いずれのシステムにおいても、6～10dB程度の所要改善量
が残るが、より遮蔽効果の高い壁対策を講じる等で、GBに
関わらず、共存は可能な範囲と考えられる。
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隣接周波数を使用する5G相互間

• 共用検討結果：非同期システム（4.7GHz帯）
• 移動局（屋内）⇒移動局（屋内）：1m、同一室内

【帯域外干渉】
1dB程度の干渉量が残るが、許容感度
抑圧電力の実力値を考慮すれば、共存
は可能な範囲と考えられる。

【帯域内干渉】
いずれのシステムにおいても、GBに関わらず、22～26dB程度の所要改善量が残る。
一方で、このモデルは[屋外⇒屋外]と類似の条件であることから、 [屋外⇒屋外]のモンテカルロ・シミュレ
ーション結果を参考にすることはできる。ただ、屋内施設で非同期運用をする場合は、同一室内で隣接ch
事業者の移動局と共存することについて、ローカル5G事業者側でルール化することが望ましい。
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干渉検討モデルの主要諸元（スペック）

• 4.7GHz帯
• 基地局（マクロセル局）

• アンテナ：アクティブ型のみ
マクロセル局（送信側） マクロセル局（受信側）

アクティブアンテナシステムへの
フィルタ挿入による減衰効果（想定）

垂直面

←天頂方向 地表方向→

マクロセル局の空中線指向特性（チルト6度）

マクロ局の空中線指向特性
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干渉検討モデルの主要諸元（スペック）

• 4.7GHz帯
• 基地局（スモールセル局）

• アンテナ：アクティブ型のみ
スモールセル局（送信側） スモールセル局（受信側）

スモールセル局の空中線指向特性

スモールセル局の空中線指向特性（チルト10度）

垂直面
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干渉検討モデルの主要諸元（スペック）

• 4.7GHz帯
• 基地局（スモールセル局）

• 屋内アンテナの指向特性（天井配置、下向き90度）

スモールセル局の空中線指向特性（チルト90度の瞬時値、勧告ITU-R M.2101ベース）
※）正対モデルとして水平面指向特性を考慮せず
※）利得はｰ20dBiを下限として使用した

垂直面 水平面
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干渉検討モデルの主要諸元（スペック）

• 4.7GHz帯
• 陸上移動局

• アンテナ：無指向性（オムニ）

移動局（送信側） 移動局（受信側）
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干渉検討モデルの主要諸元（スペック）

• 勧告ITU-R P.2109に基づく4.7GHz帯の建物侵入損
• 検討モデルに応じて「付加損失」として考慮

※）出典：2018年6月、新世代モバイル通信システム委員会報告書から

（確率P）
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基地局送信マスク

40MHzシステム

スモールセル局

干渉検討モデルの主要諸元（スペック）

• 送信マスク（4.7GHz帯）
• 基地局（40MHzシステム）
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B
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周波数離調（MHz）

基地局送信マスク

40MHzシステム

マクロセル局

※1）マクロセル局
・システム帯域幅の中心から離調100MHzまで：ACLRを基に設定（‐4dBm/MHz）
・上記離調より外側：スプリアス領域における不要発射の強度で設定（-4dBm/MHz）

※2）スモールセル局
・システム帯域幅の中心から離調100MHzまで：ACLRを基に設定（‐16dBm/MHz）
・上記離調より外側：ACLRを基に設定（‐16dBm/MHz）
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マクロセル局

干渉検討モデルの主要諸元（スペック）

• 送信マスク（4.7GHz帯）
• 基地局（100MHzシステム）

※1）マクロセル局
・システム帯域幅の中心から離調250MHzまで：ACLRを基に設定（‐4dBm/MHz）
・上記離調より外側：スプリアス領域における不要発射の強度で設定（-4dBm/MHz）

※2）スモールセル局
・システム帯域幅の中心から離調250MHzまで：ACLRを基に設定（‐16dBm/MHz）
・上記離調より外側：ACLRを基に設定（‐16dBm/MHz）
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移動局送信マスク

100MHzシステム

干渉検討モデルの主要諸元（スペック）

• 送信マスク（4.7GHz帯）
• 移動局

※1）40MHzシステム
・システム帯域幅の中心から離調60MHzまで：ACLRを基に設定（‐22.9dBm/MHz）
・離調60～65MHzまで：スペクトラムマスクで設定（‐25dBm/MHz）
・上記離調より外側：スプリアス領域における不要発射の強度で設定（-30dBm/MHz）

※2）100MHzシステム
・システム帯域幅の中心から離調155MHzまで：ACLRを基に設定（‐26.9dBm/MHz）
・上記離調より外側：スプリアス領域における不要発射の強度で設定（-30dBm/MHz）
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干渉検討モデルの電波伝搬モデル

• 拡張秦式

※）出典：2013年7月、携帯電話等高度化委員会報告書（LTE-Advanced）
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干渉検討モデルの電波伝搬モデル

• 拡張秦式

※）出典：2013年7月、携帯電話等高度化委員会報告書（LTE-Advanced）
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干渉検討モデルの電波伝搬モデル

• 拡張秦式

※）出典：2013年7月、携帯電話等高度化委員会報告書（LTE-Advanced）
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干渉検討モデルの電波伝搬モデル

• 勧告ITU-R P.1411
• ①over roof-topモデル

• 4.2 Models for propagation over roof-tops
• 同一周波数を使用する5G相互間の干渉検討の内、[基地局⇒移動局] [移動局⇒基

地局] [基地局⇔基地局]条件で適用
【計算条件】
[基地局⇔基地局] 
hr：9.99、39.99m
h1：10、40m
h2：9.98、39.98m
w：25m
φ：90度

【計算条件】
[基地局⇒移動局] 
hr：10m
h1：40m
h2：1.5m
w：25m
φ：90度

【計算条件】
[移動局⇒基地局] 
hr：10m
h1：1.5m
h2：40m
w：25m
φ：90度

※）出典：Recommendation ITU-R P.1411-9（06/2017）より

10m

40m

1.5m
10m

40m

1.5m

39.99/9.99m

40/10m 39.98/9.98m
5m
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干渉検討モデルの電波伝搬モデル
• 勧告ITU-R P.1411

• ①over roof-topモデル
• 4.2 Models for propagation over roof-tops
• 4.2.2.2 Suburban area

※）出典：Recommendation ITU-R P.1411-9（06/2017）より
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干渉検討モデルの電波伝搬モデル
• 勧告ITU-R P.1411

• ②below roof-top（near street level）モデル
• 4.3 Models for propagation between terminals located from below roof-top height 

to near street level
• 同一周波数を使用する5G相互間の干渉検討の内、[移動局⇔移動局] 条件で適用
• モデルの推奨周波数は2-26GHzレンジ

※）出典：Recommendation ITU-R P.1411-9（06/2017）より

【計算条件】
[移動局⇔移動局] 
Corner数： 3又は2（屋外⇒屋外）/2（屋外⇒屋内）/0（屋内⇒屋内）
Corner角度：90度
Cornerまでの距離x11：屋外⇒屋外15m（屋外⇒屋内15m）
Cornerまでの距離x21：屋外⇒屋外45m（屋外⇒屋内30m）
Cornerまでの距離x12：屋外⇒屋外30m（屋外⇒屋内30m）
Cornerまでの距離x22：屋外⇒屋外30m（屋外⇒屋内15m）
Cornerまでの距離x13：屋外⇒屋外45m
Cornerまでの距離x23：屋外⇒屋外15m
hbTx：10m
hbRx：10m
hTx：1.5m
hRx：1.5m
a：25m
b：75m
c：25m
ビル密度n：1000/㎞2
平均建物高m：10m

10m
1.5m1.5m

10m
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干渉検討モデルの電波伝搬モデル
• 勧告ITU-R P.1411

• ②below roof-top（near street level）モデル
• 4.3 Models for propagation between terminals located from below roof-top height 

to near street level
• 4.3.3 Site-specific model in residential environments

※）出典：Recommendation ITU-R P.1411-9（06/2017）より
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干渉検討モデルの電波伝搬モデル
• 勧告ITU-R P.1411

• ②below roof-top（near street level）モデル
• 4.3 Models for propagation between terminals located from below roof-top height 

to near street level
• 4.3.3 Site-specific model in residential environments

※）出典：Recommendation ITU-R P.1411-9（06/2017）より
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